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した.労働協約やイタリア内務省｢Primo rapporto sull' attivita､ dei consigli territoriali per l'
immigrazione 2008｣ ､イタリア国立農業経済研究所｢Gli immigrati nell' agTicoltura italiana
2009｣などからイタリア農業における外国人労働者の雇用･受入れ制度の分析を行った.
【結果と考察】
調査対象の受け入れ機関は､同制度の利用により､経営の拡大や計画性を確保できた一方で､
技能実習生の入国･在留管理に関する指針等を十分に満たしていない実態があった.また､調査
から技能実習生らの日本語能力が,彼らにも受入れ機関にも大きな問題であることが明らかに
された.イタリアでは､外国人労働者にイタリア人労働者と同等の権利を保障し､労働市場テス
トと数量割当制によって外国人労働者の流れを管理していた.それと同時に､各県にそれぞれの
移民問題に合った対策を講じる評議会の設置を移民統一法典と大統領命令によって義務付けてい
た.
今回の改正では､監理団体の監理責任が拡大強化されたが､農業部門では多くの場合､農協が
組合員の農家を監理する.そのため､不正行為や労働関係法令達反等に対する制度改正の実効性
が疑われる.また､技能移転と労働力供給という建前と実態の帝雛は､ 1年目から労働者として
受け入れることで更に拡大した.技能移転という制度趣旨を貫くならば､明確に設定された技能
実習要件を満たし､帰国後の就労先を担保された技能実習生のみに入国を許可すること､さらに
国･地方の行政機関で監理監督できる規模に限った入国数を設定する必要がある.一方､労働者
として入国を許可するのならば､転職や家族統合など労働者の権利の付与や､労働市場に与える
影響を考慮した入国数制限の設定ばかりでなく.彼らの生活者としての環境を整える体制が必要
である.
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